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[image: image8.emf](３)避難所での注意事項

　①　避難所へ避難したら避難カードに避難状況を記入し提出　

○○　区　　○○　町　　○○組

１　最寄りの避難所に避難したら、地区防災会役員に提出する。

２　出先等でカードが無い場合は避難所に用意してあるカードに、氏名、避難状況等

　記入し提出する。

３　避難状況に変更が生じた場合はその都度地区防災会担当者に報告する。

避難できない理由

会　社

※避難○×

長　男

諏　訪　○　○ 長　女

○

諏　訪　○　○ 母

世帯主 住所

×

○

○

○

父

○

本　人

諏　訪　花　子 妻

諏　訪　○　○

諏　訪　○　○

　　　　　　　避難カード　　　　　

諏訪市

諏　訪　太　郎

氏　　　名

諏　訪　太　郎

続　柄

諏訪市○○　＊－＊番地
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〇〇〇区
防災活動マニュアル
　　　　　　　　　　　　　　　（記入例）


令和〇年〇月作成

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和〇〇年〇月〇日修正
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第１編　自主防災会の目的と役割等

１．目的
○○〇区自主防災会（以下「本会」という。）は、〇〇〇区民相互による「共助」の精神に基づく自主的な防災活動や災害時の応急活動等を行うことにより、地震、風水害及びその他の災害（以下「災害」という。）による被害の防止及び軽減を図ることを目的とする。
２．役割等
(１) 事　業
本会は、次の事業を行う。
①災害に対する災害予防及び減災に関すること。
②防災知識の普及・啓発に関すること。
③防災訓練の実施に関すること。
④防災資機材等の計画的整備、備蓄に関すること。
⑤情報の収集・伝達、消火に関すること、水防、救出・救護、避難誘導、避難所運営及び給食・給水等の応急対策に関すること。
⑥市や他地区の防災会等との連携に関すること。
⑦その他本会の目的を達成するために必要な事項。
(２) 役　員
本会に次の職を置き、役員の任期は　　年とする。ただし再任することができる。
①会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　１名
②副会長　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　〇名
③本部員　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　〇名
④班長　　　　　　　　　　　　　　　　　 班ごと各１名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　⑤各班員 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　若干名
(３) 役員の任務
　　①会長は、組織を総括し、災害防止及び災害の発生時等における応急活動の指揮を行う。
②副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるときはその職務を行う。
③本部員は、住民に対する啓発活動や防災活動、災害時の応急活動等を行う。
④班長は、本部と連携し班活動の指揮を行う。
⑤班員は、班長の指示により活動を行う。
（４）本部会議
　　会長は本部会議を開催し、会議では次の事項を審議する。
①防災活動マニュアルの作成及び改正に関すること。
②活動計画等に関すること。
③防災及び災害時の対応等に関すること
④その他、必要と認められること。
また、会議は、会長、副会長、本部員及び各班長によって構成する。
第２編　組織体制と役割分担
１．組織図
【　　　　　　　区自主防災会の組織】
 　　　　　 班員
















　※災害時には災害対策本部を兼ねる
	２．本部及び各班の対応
	　

	対策班
	平　常　時
	災　害　時

	本　部
	・本部会議の開催
・防災訓練の計画及び実施
・防災活動マニュアルの策定及び
　見直し
・市及びその他団体等との連絡調整
	・災害対策本部の設置
・総合的な判断及び指示
・自主避難の判断及び指示
・災害状況及び避難状況等のとりま
　とめ
・市及びその他団体等との連絡調整

	情報班
	・防災に関する知識の普及
・避難路・避難場所の周知
・気象情報等の収集及び伝達
・情報収集・伝達訓練の実施
・非常持出品の準備と普及
	・災害情報の収集及び伝達
・避難指示等の伝達
・被害状況、危険箇所、避難状況の
　把握


	救護班
	・災害時要援護者の把握
・応急手当の知識の普及
・救護活動に必要な資機材の備蓄
　及び管理
・救出及び応急手当訓練の実施
・避難訓練の実施
	・被災者の救出活動と応急手当等
　の救護活動
・災害時要援護者の避難支援
・避難誘導
・ボランティアの受入れ及び指揮

	警防班
	・消火用機材の点検及び管理
・防災資機材の備蓄及び管理
・地区の危険箇所の把握
・危険箇所のパトロール
・初期消火訓練の実施
・土嚢づくり訓練の実施
	・重点危険箇所のパトロール
・初期消火及び水防活動
・避難誘導
・出火防止の呼び掛け
・安全な避難場所の指示

	避難所
運営班
	・炊飯用具等の準備と管理
・非常食及び避難所に必要な物資
　の備蓄及び管理
・避難所開設及び運営訓練の実施
・給食及び給水訓練の実施
	・避難所の開設と運営
・給食及び給水活動
・救援物資の受入れ及び配布

	
	
	

	※その他必要に応じて班を設ける。


第３編　防災活動
【風水害対策】
１．風水害によるフローチャート
[image: image1.emf]本部

・情報収集及び関係機関との連絡 ・今後の気象予報に注意

・情報収集

・警戒体制への移行準備ほか

本部

、

警防班

・

情報収集及び関係機関との連絡 ・情報収集及び市等との連絡

・

危険箇所の状況確認 ・地区重点危険箇所パトロール

・状況により自主避難準備

●災害対策本部設置 ●災害対策本部設置 本部、全班

・危険区域の災害予防措置 ・地区重点危険箇所パトロール

・応急対策 ・自主避難検討

・救助、避難所開設、交通規制等 ・被害状況の把握

・被害状況調査 ・災害発生の場合市役所へ連絡

自主避難を行う場合

・避難所運営委員会の編成・運営

水防注意報（洪水・氾濫等）が発表された時



気象警報（大雨、洪水、暴風、大雪等）が発表された時

水防警報（洪水・氾濫等）発表された時



●警戒配備

広　域　避　難　所

●警戒体制

警報発表後災害が予想される時

高齢者等避難・避難指示

自主防災会の対応 諏訪市役所の対応

●事前体制 ●事前体制

緊急安全確保

安全を確認し

気象注意報

（大雨、洪水、暴風、大雪等）

が発表され危険な状態が予想されるとき

集団で広域避難所へ移動

 指定避難所

(施設内）

開設



土砂災害警戒情報発表・小災害が発生した時

災害発生

・被害状況調査

・応急対策・復旧対策

・応援要請・物資調達


２．自主防災会の対応

（１）事前体制　　
　　①日ごろから、ハザードマップ・テレビ・ラジオ・インターネット等で気象情報や災害情報等の情報収集を行う。
②気象注意報（大雨、洪水、暴風、大雪等）や水防注意報（洪水・氾濫）が発表されたときは、以後の気象情報や災害情報に注意し、危険な状態が予測される場合、早期の警戒体制を整える。※資料「気象情報・災害情報等の入手方法」活用。

（２）警戒体制　　
　　①気象警報（大雨・洪水・暴風・大雪等）が発表され、さらに雨、風が今後も続き危険な状態が予測される場合は、本部を直ちに設置する。
②警防班等により「地区重点パトロール個所」のパトロールを実施する。
※パトロールは、危険や事故回避のため、必ず２名以上で実施する。
※パトロール箇所は、「大雨・洪水に対する重点パトロール箇所表」による。
※災害前兆現象チェック表（様式１）を活用する。
③パトロールにより、危険箇所を発見した場合は、ただちに本部へ報告する。
④本部は、報告を受け自主避難の判断を行い、諏訪市役所へ連絡をする。
　※諏訪市役所　５２－４１４１

（３）災害対策本部設置　
①応急対応が必要な時または、災害が発生した時は、災害対策本部を設置する。
②災害対策本部設置後ただちに本部会議を開催し、自主避難検討や今後の対応について協議する。
③自主避難が必要な場合は、速やかに指定避難所を開設し、住民へ避難を呼びかけ、要援護者の確認・支援等を行い、避難所への誘導を行う。
④自主避難をした場合は、避難状況等を諏訪市役所へ連絡する。
⑤市から避難指示が発令された時は、広域避難所へ避難誘導を行う。
※各班の対応については「本部及び各班の対応」を参照。
（４）指定避難所から広域避難所への経路
　　①避難経路は別紙「避難経路図」による。
　　②ただし危険個所は避け、迂回して安全な経路で避難する
　　　・危険箇所　浸水している道路
　　　　　　　　　増水している河川沿いの道路や橋
　　　　　　　　　がけ沿いの道路等
　　③できるだけ集団で移動する。
（４）災害対策本部解散
　　会長が一連の災害対応が終了したと判断した時、災害対策本部を解散する。
大雨・洪水に対する重点パトロール箇所
	場　　　所
	パトロール者
	備　　　　考

	○○川
○○橋
	○○○○
○○○○
	橋上から河川の変化をチェックする。

	○○川
○○堰取入れ口
	○○○○
○○○○
	取入れ口が詰まっていないかチェックする。

	○○宅周辺
	○○○○
○○○○
	水がつきやすい場所なので、浸水していないか確認する。

	○○宅裏
急傾斜地
	○○○○
○○○○
	異変があれば至急○○宅へ連絡し避難させる。

	○○市道脇
がけ地
	○○○○
○○○○
	道路へ影響のある場合はすぐに市役所へ連絡する。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　※備考欄には、各パトロール箇所で注意すべき事項等を記入する。
３．家庭内の防災対策
（１）普段の防災対策
【家族会議の開催】
①家族一人ひとりの役割分担の確認
②家の内外の危険箇所チェック
　③避難経路、避難所・避難場所の確認
　④避難カードへの記入
　⑤災害時の連絡方法の確認
　⑥非常持出品のチェックと点検

　⑦非常備蓄品の確保（最低３日分）
　
　⑧隣近所、地区自主防災会への協力体制
（２）気象警報発表時の対策
　①避難の準備（非常持出品・服装などの確認）
　②情報の収集（防災無線、防災メール、地区広報、テレビ・ラジオ等の情報）
（３）避難行動
①避難の判断
　○自主避難
　　土石流、がけ崩れ、地滑りが発生した時や、裏山やがけ地に異変があった時、または地区自主防災会で避難を判断した時は地区指定避難所へ避難する。
　○避難指示による避難
市災害対策本部より避難指示が発令されたときは、直ちに広域避難所（避難経路は別紙「避難経路図」）へ避難する。
○自宅待機（屋内安全確保）
　　土石流の発生の恐れがなく、また浸水高より高い階以上に垂直避難可能な場合は、自宅で待機する。
　
②避難時の注意事項
　

③避難所の確認
　　自主避難による避難所は、原則各地区で定めた指定避難所を一次避難所とし、避難指示が発令された場合は市災害対策本部より指定された広域避難所へ集団で避難（避難経路は別紙「避難経路図」）する。
ただし、避難することが困難な場合、地区自主防災会は、直ちに市災害対策本部へ連絡し指示に従う。
　「指定避難所（屋内）」・・・・　　　　〇〇〇　　　　　　　　　　
　
※　風水害時の避難所は、土砂災害、浸水害の危険性の低い公民館等に設置する。
※　指定されている広域避難所は、実際の災害状況により市から別の広域避難所へ変更される場合がある。
④避難所に着いたら
・避難所へ避難したら避難カードに避難状況を記入し提出する。
・いろいろな人が避難しているので、マナーを守り、お互い助け合う。
　・避難所運営員の指示に従う。


４．避難指示の伝達
(１)避難指示の伝達事項
　　 避難指示は次の事項について伝達する。
　　　　①発令者　②避難を行う理由　③避難を行う地区名
　　　　④避難場所　⑤避難時の注意事項

（２）住民への伝達方法
　避難指示された場合には、防災無線や防災メール等及び消防団、警察官、地区自主防災会等の協力を得て関係住民に周知する。
①防災無線及び防災メール等による伝達
②広報車、ハンドマイク等による伝達






【地震対策】
（南海トラフ地震の場合）
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２．自主防災会の対応
（１）警戒体制　　
臨時情報の発表に関しては、南海トラフ付近でマグニチュード（以下、「Ｍ」という。）6.8 程度以上の地震が発生した場合やプレート境界で通常とは異なるゆっくりすべりが発生した場合、国が調査を開始するとともに、気象庁が臨時情報（調査中）を発表します。国の「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」（以下、「評価検討会」という。）の結果により、臨時情報の種別として「巨大地震警戒」、「巨大地震注意」、「調査終了」のいずれかが発表されます。（下図参照）
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（２）災害対策本部設置　　
地震発生前
①臨時情報の発表を受けて、ただちに災害対策本部を地区指定避難所に設置する。災害対策本部を設置した場合は、諏訪市役所へ連絡をする。
②災害対策本部設置後ただちに本部会議を開催し、今後の対応について協議する。
③避難所運営班は指定避難所の受入れ準備をする。
避難対象地区※１では避難者の受入れを行い、その他の地区では、自主避難してきた住民の受入れを行う。
　　※１避難対象地区は急傾斜地崩落危険箇所（県で指定）
地震発生後
④警防班等によりパトロールを実施し、避難時に注意が必要な危険箇所を把握する（様式３）。パトロールの結果を災害対策本部へ報告し、危険箇所を住民に周知し避難に役立てる。
⑤災害対策本部は、被害状況及び避難状況を諏訪市役所へ報告する。
　※各班の対応については「本部及び各班の対応」を参照。
（３）災害対策本部解散
会長が一連の災害対応が終了したと判断した時、災害対策本部を解散する。
３．家庭内の防災対策
（１）普段の防災対策
【家族会議の開催】
①家族一人ひとりの役割分担の確認
②家の内外の危険箇所チェック
　③家具等転倒落下防止チェック
　④避難経路、避難所・避難場所の確認
　⑤避難カードへの記入
　⑥災害時の連絡方法の確認
　⑦非常持出品のチェックと点検
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　⑧非常備蓄品の確保（最低３日分）
　
　⑨隣近所、地区自主防災会への協力体制
（２）臨時情報発表時の対策
　①避難対象地区では避難開始。その他の地区は、避難の準備（非常持出品・服装・避難口の確保など）
　②火の始末（火気使用機器、ガスの元栓、不要な電気機器のコンセントなど）
　③情報の収集（防災無線、防災メール、地区広報、テレビ・ラジオ等の情報）
（３）避難行動
　①避難の判断
○　臨時情報発表と同時に避難
　　　　避難対象である急傾斜地崩壊危険箇所地区は臨時情報発表と同時に避難する。
　　○　避難指示による避難
　　　　地すべり危険箇所等、状況により市警戒本部からの避難指示により避難する。
·  自宅待機
上記地区以外で、耐震住宅または耐震改修済み住宅は住宅内での待機とし、その他の住宅にあっては建物の高さの1.5倍以上離れた庭や広場等において待機する。
　②避難時の注意事項

③避難所の確認
　　臨時情報発表時の避難所は、各地区ごとに定めた指定避難所（屋外）を一次避難所
とし、指定避難所が避難指示区域内の場合は、地区自主防災会または関係機関の指示
により、避難指示区域外の二次的避難所へ集団で避難する。
　※南海トラフ地震臨時情報発表中は、施設内への収容は原則として行わないが、例外として、屋外避難が困難な災害時要援護者等は、市が指定する避難施設に避難させる。
　※地震発生により被災した場合は、｢諏訪市地域防災計画｣に基づき、市災害対策本部の指示により地区の指定避難所から、広域避難所へ集団避難する。

（４）避難所に着いたら
※「風水害対策」参照。
４．避難指示の伝達
　　※「風水害対策」参照
（突発的な大規模地震の場合）
１．突発的な大地震発生時のフローチャート
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２．自主防災会の対応
（１）災害対策本部設置
①大地震が発生した場合、直ちに災害対策本部を設置する。
②災害対策本部設置とともに、避難所運営班は指定避難所を開設し、避難者の受入れを行う。
③警防班等によりパトロールを実施し、避難時に注意が必要な危険箇所を把握する（様式３）。パトロールの結果を災害対策本部へ報告し、危険箇所を住民に周知するとともに、避難誘導班は避難誘導に役立てる。
④災害対策本部は、被害状況及び避難状況を諏訪市役所へ報告する。
　※各班の対応については「本部及び各班の対応」を参照。
（２）災害対策本部解散
会長が一連の災害対応が終了したと判断した時、災害対策本部を解散する。
３．家庭内の防災対策
（１）普段の防災対策
　　Ｐ１５の【家族会議の開催】参照
　　　　
（２）避難行動
①避難指示による避難
　　市災害対策本部より避難指示が発令されたときは、余震に注意しながら、直ちに広域避難所へ避難する。
　②避難時の注意事項
Ｐ１６の「②避難時の注意事項」参照
③避難所の確認
　　各地区ごとに定めた指定避難所（施設内）を一時避難所とする。
　 「指定避難所（施設内）」・・・・　　　　　〇〇〇　　　　　
　※地震発生により被災した場合は、｢諏訪市地域防災計画｣に基づき、市災害対策本部の指示により地区の指定避難所から、広域避難所へ集団避難する。
（３）避難所に着いたら
※「風水害対策」参照。
４．避難指示の伝達
　　※「風水害対策」参照
第４編　広域避難所運営委員会の発足
　
地区の指定避難所と異なり、広域避難所は各地区から多くの避難者が集結してくるため、秩序ある避難所の管理運営のために、避難者の各地区の自主防災会の役員が中心となり「避難所運営委員会」を組織する。
　避難所運営の主体は、避難者が組織する避難所運営委員会とし、市職員、学校、施設管理者及びボランティアは、その支援にあたるものとする。
１．地区指定避難所から広域避難所への避難
　　指定避難所から広域避難所へ集団避難する場合、地区自主防災会は住民が安全かつ迅速に避難できるよう避難誘導を行う。
(１)避難要領
　①傷病者、高齢者、障害者及び乳幼児等の災害時要援護者を優先して避難させる。
　②徒歩を原則として、車両による避難を避ける。
　　ただし、歩行不可能な避難者は、警察署、消防署、消防団等の協力により搬送する。
　③単独行動を避け、班編成などによりまとまって避難する。
④広範囲な避難で地区のみで対応できない場合は市に対し協力要請を行う。
⑤避難路は、災害発生危険箇所を避け、指定ルートが危険な場合は、安全な経路を選定する。
⑥避難後の警戒にあたっては、警察と協力し、消防団が中心となり地区内の防火防犯活動を行う。
　
２．避難所の運営
（１）運営の基本方針
　　①避難所の運営は、避難地域の地区自主防災会が中心となって自主的に運営する。
　　②地区自主防災会が未結成の地域についても自治会等の役員が運営委員会に参加する。
　　③住民による自主運営が不可能な場合は、市職員が主体となり施設管理者、地域住民、ボランティア等の支援を得て、避難所の運営を行う。
３．広域避難所避難計画
（１）避難所運営委員会の組織図
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（２）各班の役割
運営委員会本部
　　①関係機関との連絡調整及び各班の調整を行う。
　　②避難所の状況を把握し、各班長、避難所担当の市職員、学校、施設管理者、ボランティア等の関係者によるミーティングを一日１回以上行う。
　　③その他運営委員会の定めた事項。
　総務班
　　①避難所運営ルールを作成し、避難者に周知・協力を求める。
　　②防災資機材や備蓄品の取扱い及び管理を行う。
　③避難所生活を避難住民の協力を得ながら秩序あるものとして維持するため、必要があれば保安要員を確保し、避難所内のパトロールを行う。
　④ボランティアの受入れや調整を行う。
　⑤避難所日誌を作成する。
　⑥避難所運営委員会の庶務及び事務局を担当する。
　⑦その他運営委員会の定めた事項。
共同生活班
①避難所内でのトラブルを予防する。
②共同生活を送るための決められたルールの徹底を図る。
　③その他運営委員会の定めた事項。
情報広報班
　①デマやパニックを防止するため、情報管理の一元化を図る。
　②避難所担当の市職員、学校、施設管理者との連絡調整を行い、避難所生活に必要となる生活関連情報、生活支援情報等を収集し伝達する。また、避難所での要望等も伝達する。
　③入手した情報を避難者へ校内放送や掲示板等を利用して伝達する。
　④その他運営委員会の定めた事項。
救護班
　　①障害者、お年寄り、傷病者の方々を援護する。
　　②負傷者の応急手当、医療機関への誘導、搬送の手配をする。
　　③医療拠点となった避難所では、医師と連携し、傷病者の救護を行う。
　　④その他運営委員会の定めた事項。
清掃班
①仮設トイレを管理する。
　　②避難所からのゴミの出し方（分別）のルールを徹底させる。
③ゴミ収集及び焼却施設が稼働するまでの間は、施設内においてゴミを処理（保管）
する。
　　④避難所の清掃を行う。
⑤本部へ必要な防疫用薬剤等を要請し、衛生害虫の駆除を行う。
　　⑥その他運営委員会の定めた事項。
　物資分配班
　　①備蓄食糧や救援物資、生活必需品の受入れ、配布をする。
　　②必要となる救援物資・数量等を把握する。
　　③その他運営委員会の定めた事項。
　給食給水班
　　①給食施設がある避難所では、市職員と連携し、炊き出しを行う。
　　②給水時に混乱が起こらないように対策を講じる。
　　③名簿総括班、物資分配班と連携し、炊き出しに必要な材料、燃料等を市職員を通じて本部に要請し、確保する。
　　④その他運営委員会の定めた事項。
　名簿総括班
　　①避難カードにより避難者の実態を把握し、避難所対応職員へ報告する。
　　②名簿の一元管理を行い、入所者、出所者を把握する。
　　③一般的な避難者の名簿だけでなく、要援護者、帰宅困難者等の避難者名簿を別途作成・管理し、市本部へ報告する。
　　④作業各班に情報を提供し、各班の活動がスムーズに行えるよう連携を密にする。
　　⑤その他運営委員会の定めた事項。
地区名を記入





マニュアル作成年月を記入





マニュアルを修正した場合は、


修正年月日を記入





ページ番号を記入





市より提示された避難経路図を確認し、修正があれば、地区の指定避難所（地）から広域避難所までの避難経路図を作成してください。





・「災害時援護希望者リスト・所在マップ」を作成している地区は本マニュアルに項目を掲載してください。


・リスト・マップは別途保管してください。


・要援護者台帳が整備済の場合、台帳による代用が可能です





地区名を記入





役員数を記入





それぞれ氏名を記入





(　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　  　　)





情　報　班


班  長（　　 　　　　　 ）








本　　部


会  長（　　 　　 　  ）


副会長（　　　 　　   ）


本部員（　　　　　  　）


〃　（　　　　　  　）


〃　（　　　    　　）


〃　（　　　    　　）


〃　（　　　    　　）





(　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　  　　)





救　護　班


班  長（　　 　　　　　 ）








(　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　  　　)





警　防　班


班  長（　　 　　　　　 ）








(　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　  　　)





避難所運営班


班  長（　　 　　　　　 ）








(　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　　　　) (　　　　　　　  　　)





その他(　　　　　　班)


班  長（　　 　　　　　 ）








地区の指定避難所を記入





（　　　　　　　　　　　）





本部





本部、警防班





本部、全班





・地区で協議し、土砂災害警戒区域等の指定箇所や地区内で危険だと思われる箇所、パトロールが必要だと思われる箇所を重点パトロール箇所として指定してください。


・パトロールの際には災害前兆現象チェック表（様式１）を活用してください。





非常持出品チェックリスト


□携帯電話　□携帯ラジオ　□救急用品（絆創膏、消毒薬、かぜ薬、持病の薬など）


□食料品（□飲料水、□乾パン、□缶詰、□粉ミルク（赤ちゃん用））　□懐中電灯　□予備電池


□貴重品（□現金、□預金通帳、□印鑑、□健康保険証など）　□雨具　□ホイッスル





□飲料水（１人１日３リットルを目安）　□非常食品（米、レトルト食品、缶詰など）


□燃料類（卓上コンロ、ガスボンベ、固形燃料）


□生活用品（衣類、タオル、ウェットティッシュ、雨具、生理用品、紙おむつなど）





□携行品（非常持出袋や貴重品等）は必要最小限とし、リュックタイプの袋などに入


れ、両手が使える状態で避難する。


□火の始末を行う。


　□ガスの元栓を閉める。


　□電気のブレーカーを落とす。


　□家の戸締りをする。


　□帽子等で頭部を保護し、長靴や履きなれた靴、動きやすい安全な服装で避難する。


　□隣近所で声を掛け合い、できるだけ集団で移動する。（組単位等）


　□危険箇所は避け、迂回してでも安全な経路で避難する。


・危険箇所　浸水している道路


　　　　　　　　　増水している河川沿いの道路や橋


　　　　　　　　　がけ沿いの道路等


　□屋外が豪雨や浸水により避難所へ避難することに危険を感じた場合は、無理に避難せず、自宅の２階など、安全な場所に避難する。


□地区自主防災会、消防職員、消防団員、警察官、市の職員等の誘導がある場合にはその指示に従う。


　□避難時に援護が必要な寝たきり老人、障害者等の災害時に自力で避難することが困難な人については、隣近所で協力しあって避難する。避難が困難な場合は地区自主防災会や消防団へ要請する。


　□避難メモの表示


　　玄関へ避難したことのメモを貼り出す（必ず表示）











○○○○へ





避難しています。





○○○○





フローチャートで指定した避難所を記入





地区の指定避難場所（屋外）を記入





本部





本部、全班





非常持出品チェックリスト





□飲料水（１人１日３リットルを目安）　□非常食品（米、レトルト食品、缶詰など）


□燃料類（卓上コンロ、ガスボンベ、固形燃料）


□生活用品（衣類、タオル、ウェットティッシュ、雨具、生理用品、紙おむつなど）





□携行品（非常持出袋や貴重品等）は必要最小限とし、リュックタイプの袋などに入れ、両手が使える状態で避難する。


□火の始末を行う。


　□ガスの元栓を閉める。


　□電気のブレーカーを落とす。


　□家の戸締りをする。


　□帽子等で頭部を保護し、厚底の長靴や履きなれた靴、動きやすい安全な服装で避難する。


　□隣近所で声を掛け合い、できるだけ集団で移動する。（組単位等）


　□危険箇所は避け、迂回してでも安全な経路で避難する。


□地区自主防災会、消防職員、消防団員、警察官、市の職員等の誘導がある場合にはその指示に従う。


　□避難時に援護が必要な寝たきり老人、障害者等の災害時に自力で避難することが困難な人については、隣近所で協力しあって避難する。避難が困難な場合は地区自主防災会や消防団へ要請する。


　□避難メモの表示


　　玄関へ避難したことのメモを貼り出す（必ず表示）





○○○○へ





避難しています。





　　　○○○○





地区の指定避難所を記入





フローチャートで指定した避難所を記入
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